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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本稿は、中国内モンゴル西部の7盟市を「黄河沿岸地域」と把握して、その工業化と都市化の背景と
構造、到達点と課題を追求したものである。 
第1章では黄河沿岸地域を対象として抽出する理由が、高所得都市が連なって存在する特異性、
「政府推進型＋エネルギー型」都市群の見本、他民族型都市群と言う点から述べられる。第2章では
既存研究が検討され、成長の極理論、工業化段階理論、ポーターの発展段階論、新型城鎮化論、当
該地域に関する事例研究が検討された上で、黄河沿岸地域の工業化と都市化の変遷と現状を扱う本
研究の独自性が示される。第3章では、黄河沿岸地域における産業開発と都市形成の史的背景の略
史を論じている。とくに、当該地域は、計画経済期にはいわゆる「軽工業」主導の時期も「重工業」化が
進められた時期も、地域内の需要を満たす開発が行われていたのに対して、改革・開放以後、それも
2000年代になってから、中国全土に対する資源・エネルギー・素材の供給基地へと急速に変貌し、都
市開発もその影響を受けて来たことを明らかにしている。第4章では、当該地域の基盤産業の構造が
検討される。まず資源・エネルギー・素材産業が内モンゴル経済の担い手であること、その成長の主
力が採掘分野にシフトしつつあることを指摘したうえで、石炭、電力、電力、鉄鋼、石炭化学産業の事
例分析を行っている。そして、これらの産業が強力な域内産業連関を形成しているのに対して、機械、
電気・電子工業には連関が及ばないこと、各産業が著しく成長しながらも、技術と製品の現代化と資
源・環境保全の持続可能性に問題を残していることを実証的に明らかにしている。第5章では当該地
域の都市化の到達点と問題点を論じている。まず都市間の経済格差を確認したうえで、石炭産業の
急速な発展による収益を不動産開発にそそぐという方式は、バブルとその崩壊をもたらし有効でなか
ったと指摘する。そして、チェネリー指数により工業化段階を長江デルタ、珠江デルタの両地域と比較
し、黄河沿岸地域は工業への依存度が高いために発展段階が低くとどまっていることを指摘する。続
いて、都市発展指数により経済発展、都市機能、謝基の調和度を中国全土の諸都市と比較し、インフ
ラ施設、経済効率、公共福祉では良好な数値を見せるものの、全般的にはおくれを取っていること、
それが資源・エネルギー・素材産業中心の産業構造に結びついていることを指摘している。第6章は
要約と展望であり、「資源依存・重厚長大」型の産業構造を「持続可能」型に転換することなどが提言さ
れている。 
2000年代以後の内モンゴル西部地域の急速な経済成長については、これまでほとんど解明がなさ
れて来なかった。本稿は、これを資源・素材・エネルギー産業とその相互連関によるものであることを
論じた先駆的業績であり、重要な価値を持っている。個別産業分析が精緻であるのに対して、産業構
造分析が歴史的限界をもつペティ・クラーク法則やホフマン法則に強く依拠している点や、都市分析
が成果の評価であって発展構造の内実、とくに非都市部との関係が明らかにされていないなど未成
熟な点もあるが、先駆的存在意義を減じるものではない。 
以上の理由により、本審査会は、本論文が博士（経済学）の学位を授与するに値するものと判断す
る。 
 
